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2016年米国市場振り返り～来年に向け投資妙味がありそうな銘柄は～

■ジェットコースターのようだった2016年 

2016年の米国株の取引もいよいよ30日を残すのみとなった。今年のマーケットを振り返るとともに、

来年に向け投資妙味がありそうな銘柄などを考えてみたい。 

 

2016年の米国株式市場は前年12月に行われた9年半ぶりの利上げへの不安や、原油先物価格の大幅下

落を受け年初から大きく下落して始まった。年初は年4回の利上げを実施すると息巻いていたフィッ

シャーFRB副議長も株価の低迷や米景気がやや停滞したことを受け次第にトーンダウンしていった。

FRBの政策スタンス変更が市場の安心感を呼んだのか、1月から2月にかけて株価はボトムをつけその

後は緩やかな上昇基調となった。途中英国のEU離脱決定（Brexit）などの波乱もあり、一時はマーケ

ットが混乱した時期もあったが結果的に混乱は短期的に収束した。 

 

その後11月に控えた大統領選への警戒感などから株価はやや頭打ちで推移していた。事前の世論調査

ではクリントン候補の優勢が伝えられていたが、結果的にはトランプ氏が勝利した。メキシコとの国

境に巨大な壁を作る、イスラム教徒の入国を禁止するといった過激な発言が警戒されたトランプ氏だ

が、徐々に減税や財政支出の拡大といった景気刺激的な政策がフォーカスされ、株価は大幅に上昇し

て主要株価指数は連日のように史上最高値を更新した。12月29日時点でダウ平均は節目の2万ドル到

達目前といった状況だ。あと1営業日残しているものの、ほぼ年間リターンはプラスになったとみて

よさそうだ。主要3指数の年間パフォーマンスは以下のとおりである。 

 

ダウ平均 S&P500 ナスダック総合指数

2015年末 17,425.03 2,043.94 5,007.41

2016年12月29日 19,819.78 2,249.26 5,432.09

上昇率 13.7% 10.0% 8.5%

（出所）Bloombergデータを元にマネックス証券作成  

 

なお、その他主要国の株価を以下の表で比較してみた。主要先進国の中では米国株がトップパフォー

マーだが、今年はブラジルやロシアといった資源国の株価が大幅に上昇した。原油価格が底打ちした

ことがその大きな要因の1つだろう。 
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国名・商品名 指数名 2015年末
2016年

12月29日
騰落率

ブラジル ボベスパ指数 43,349 60,227 38.9%

ロシア MICEX指数 1,761 2,206 25.3%

米国 ダウ平均 17,425 19,819 13.7%

オーストラリア ASX200指数 5,295 5,699 7.6%

ドイツ DAX指数 10,743 11,451 6.6%

インド BSEセンセックス 26,117 26,366 1.0%

日本 日経平均 19,033 19,127 0.5%

中国 上海総合指数 3,539 3,096 -12.5%

原油 WTI原油先物 37 54 45.2%

金 金 1,061 1,160 9.3%

（出所）Bloombergよりマネックス証券作成  

 

■2016年の米国経済振り返り、来年の展望 

2016年、米国経済はどのように推移したのだろうか。全般にFEDの低金利政策に下支えされて堅調に

推移したと総括して良いだろう。以下は主要な経済指標の2015年末と最新データの比較である。経済

指標は概ね改善したことがわかる。ただ、物価上昇率は横ばいで加速の兆しを見せていない。 

 

経済指標名 2015年末 最新データ 状況

非農業部門雇用者数（千人） 143,146 145,128

失業率 5.0% 4.6%

新規失業保険申請件数（万件） 28.5 26.5

中古住宅販売件数（万件） 545 561

新車販売台数（年換算・万台） 1,752 1,787

消費者物価指数（CPI・前年比） 2.1% 2.1% 横ばい

（出所）トムソン・ロイターデータよりマネックス証券作成

改善

 

 

では、来年の米国経済にはどのような見通しを持てるだろうか。トランプ氏は減税・財政支出拡大・

インフラ投資の強化といった景気刺激的な公約を掲げて大統領選に勝利した。この中で最も実現性が

高いとみられているが減税である。大統領候補にトランプ氏を擁し、上院下院とも多数派となった共

和党は元々「小さな政府」を志向している政党だ。財政支出の拡大やインフラ投資の強化はもしかす

ると議会との調整が難航し、実現不可または規模が小さくなるなどのリスクがある。一方で減税は共

和党の方針とも合致するため、実現可能性が高いとみられている。そうなれば米国のGDPの7割を占め

る個人消費を刺激することになり来年の米国景気に追い風となることは間違いないだろう。また、法

人税減税も実現すれば、企業の純利益を増加させる効果も出るとみられる。 
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こうした政策効果を織り込む形で経済協力開発機構（OECD）は2017年の米国および世界経済の成長率

予想を上方修正した（表参照）。OECDは「積極的な財政政策が成長率をやや引き上げる（more active 

use of fiscal policy will raise growth modestly）」と記している。もちろん足元の米国や世界各

国の株高はある程度こうした景気拡大を織り込んだものであろう。1月20日に正式に大統領に就任す

るトランプ氏がこの先どのような政策を実現できるかということが、一段の株高への鍵となる。 

 

国・地域 11月時点の予想 9月予想からの差異

世界経済 3.3% +0.1%

米国 2.3% +0.2%

ユーロ圏 1.6% +0.2%

日本 1.0% +0.3%

カナダ 2.1% ±0％

英国 1.2% +0.2%

中国 6.4% +0.2%

インド 7.6% +0.1%

ブラジル 0% +0.3%

（出所）OECD発表よりマネックス証券作成

2017年の経済成長率予測

 

 

■2017年に向けて投資妙味がありそうな銘柄は 

このように景気拡大が期待される米国だが、投資妙味のありそうな銘柄はどのような銘柄だろうか。

以下の表はS&P業種別指数について大統領選前の11月8日と12月29日を比較した騰落率を示したもの

だ。金利上昇や規制緩和への期待から金融が最も上昇している。一方で生活必需品や公益事業、ヘル

スケア、情報技術などは出遅れていると言って良いだろう。 
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業種 騰落率

金融 16.24％

電気通信サービス 13.36％

エネルギー 8.92％

資本財・サービス 7.46％

素材 6.14％

素材 4.47％

一般消費財・サービス 2.05％

情報技術 1.32％

ヘルスケア 0.43％

公益事業 -0.49％

生活必需品 -1.19％

（出所）Bloombergデータよりマネックス証券作成

11月8日以降の業種別騰落率

 

 

この中で特に注目したいのが「情報技術」つまりハイテクセクターだ。下記のチャートはダウ平均の

ほか、アップル、アルファベット、マイクロソフト、アマゾン・ドット・コム、フェイスブックのハ

イテクセクターにおける時価総額上位5社の株価を大統領選直前の11月8日を100として示している。

ダウ平均が8％ほど上昇している中で、アルファベット・アマゾン・フェイスブックの3社は大統領選

前より株価が下落している。アップルとマイクロソフトの2社は大統領選前から株価は上昇している

ものの、ダウ平均をアンダーパフォームしている。 

 

（出所）Bloombergよりマネックス証券作成

ダウ平均とハイテク時価総額上位5社の株価推移
（11月8日＝100）
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ハイテクセクターの株価低迷の要因としてあげられるのが、金利上昇だろう。金利が上昇する局面で

は相対的に株式の価値が低下し、株価は下落圧力を受けやすい。その際に真っ先にそうした圧力を受

けやすいのが元々バリュエーションが高い銘柄だ。アルファベット、アマゾン、フェイスブックの3

社は元々成長期待が高いため特にPERが高い。米国の長期金利が大幅に上昇する中で、バリュエーシ

ョンの高さが嫌煙されて足元は売り圧力が強かったということだろう。 

 

ただ、これらの銘柄の成長にそう簡単に陰りが出てくるとも思えない。金利上昇が一服し、改めてビ

ジネスの成長性に目が向けば、株価の出遅れが注目されて改めて買いが入ってくる可能性がある。短

期的にも中長期的にもこのハイテク各社の動向には注目していきたい。 

 

売上高 アップル アルファベット マイクロソフト アマゾン フェイスブック

2011 156,508     37,905       73,723       48,077       3,711        

2012 170,910     50,175       77,849       61,093       5,089        

2013 182,795     55,519       86,833       74,452       7,872        

2014 233,715     66,001       93,580       88,988       12,466       

2015 215,639     74,989       85,320       107,006     17,928       

営業利益 アップル アルファベット マイクロソフト アマゾン フェイスブック

2011 55,241       11,742       21,763       862           1,756        

2012 48,999       12,760       26,764       676           538           

2013 52,503       15,403       27,759       745           2,804        

2014 71,230       16,496       18,161       178           4,994        

2015 60,024       19,360       20,182       2,233        6,225        

（出所）Bloomberg　単位は百万ドル

主要ハイテク5社の業績推移
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当社は、本書の内容につき、その正確性や完全性について意見を表明し、また保証するものではございませ

ん。記載した情報、予想及び判断は有価証券の購入、売却、デリバティブ取引、その他の取引を推奨し、勧誘

するものではございません。過去の実績や予想・意見は、将来の結果を保証するものではございません。 

提供する情報等は作成時現在のものであり、今後予告なしに変更又は削除されることがございます。当社は本

書の内容に依拠してお客様が取った行動の結果に対し責任を負うものではございません。投資にかかる最終

決定は、お客様ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。本書の内容に関する一切の権利は当社

にありますので、当社の事前の書面による了解なしに転用・複製・配布することはできません。内容に関するご

質問・ご照会等にはお応え致しかねますので、あらかじめご容赦ください。  

 

 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人 金融先物取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 

 


